
 

 

 

 

令和６年度新規採用事務職員等事務連絡会 

  

      ７月 18日（木） 三島市民文化会館 ３階 大会議室 

      ７月 22日（月） 静岡県教育会館  ４階 大会議室 

      ７月 24日（水） クリエート浜松  ５階 53会議室 

 

 

 

         □ 開会 

       

         □ 静岡県教職員互助組合の説明 

          Ⅰ 静岡県教職員互助組合について 

          Ⅱ 組合員資格について   

          Ⅲ 給付事業について 

          Ⅳ 貸付事業について 

          Ⅴ 退職互助部について  

          Ⅵ その他  

  

（ 休 憩 ） 

 

        □ 公立学校共済組合静岡支部からの説明 

          共済事業の概要について 

 

       □ 閉会 

 

 

 

 

 

 

 

 

一般財団法人 静岡県教職員互助組合 

 



 

 

 

Ⅰ 静岡県教職員互助組合について  

 

  静岡県教職員の共済制度に関する条例の条例団体で、相互扶助（共済）のもと、県

内の教職員の生活の安定及び福利の増進を目的としています。 

  また、現職組合員の退職後の福利厚生を図ることを目的とした退職互助部を組織

しています。  

  教職員互助組合は、採用から定年退職までを現職組合員、退職後に退職互助部に

加入することで、退職から終身までを退職組合員として支援する生涯福祉となって

います。 

  

 １ 目的  

  ⑴ 静岡県教職員の共済制度に関する条例 

（目的） 

第 1条 教職員は、相互共済及び福利増進を図るため、この条例に定める

ところにより独立の組合(以下「組合」という。)を組織することがで

きる。 

   

  ⑵ 一般財団法人静岡県教職員互助組合定款  

（目的） 

第 3 条 この法人は、静岡県における教育文化の振興発展並びに組合員

（教職員及び教育関係者）の生活の安定及び福利の増進を図ることを

目的とする。 

  

  ⑶ 退職互助部事業の運営に関する規程 

（趣旨） 

第 1条 この規程は、一般財団法人静岡県教職員互助組合（以下「この法

人」という。）事業の運営に関する規程（以下「事業運営規程」とい

う。）第 54 条に基づき現職組合員の退職後の福利厚生を図ることを

目的とする退職互助部事業について定める。 

 

 

 ２ 組合員 

  ⑴ 組合員構成  

   ア 現職組合員（一般組合員・短期組合員）  

    (ｱ) 県内の公立学校、県教育委員会、私立学校、国立学校、教育事業団体等の

教職員が加入している。 

    (ｲ) 現職組合員の種別 

組合員区分 任用形態 

一般組合員 定年制常勤職員 

短期組合員 

（任用期間の定めがある者） 

再任用職員（フルタイム） 

再任用職員（短時間週 31 時間） 

任期付職員・臨時的任用職員 

会計年度任用職員 
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   イ 退職組合員  

     退職者で希望した者及びその配偶者が退職互助部に退職組合員として加入

している。 

  ⑵ 組合員人数（令和６年３月末現在） 

組合員の種別 人 数 

現職組合員 

一般組合員 27,835名 

短期組合員 5,246名 

合   計 33,081名 

退職組合員 31,832名 

合   計 64,913名 

  

 ３ 掛金  

  ⑴ 掛金（会費） 

   ア 掛金（会費）の種類と月額 

    (ｱ) 掛金（会費）の種類は、長期掛金、短期掛金、特別積立金会費、退職互助

部会費があり、その目的に使用される。 

    (ｲ) 短期組合員は、短期掛金のみ徴収となりますので、短期掛金に関する事

業のみ対象になる。 

種 類 
掛金（会費）の月額 

（円未満切捨て） 
使用目的 

組合員区分 

一般組合員 短期組合員 

長期掛金 給料月額の 1000分の３ 
貸付事業、給付事業

等 
〇 --- 

短期掛金 給料月額の 1000分の６ 
給付事業等 

〇 〇 

特別積立金会費 給料月額の 1000分の５ 
貸付事業、互助組合

支部組織等 
〇 --- 

退職互助部会費 給料月額の 1000分の１ 
退職互助部の給付

事業、福祉事業等 
〇 --- 

  

    (ｳ) 給料月額 

     ① 給料表に掲げる月額になる。  

     ② 時間額をもって支給される場合は、当該月の支給額（時間外手当等を

除く）が給料月額になる。 

   イ 無給及び休業中の掛金 

    (ｱ) 育児休業期間中は、掛金が免除となる。 

    (ｲ) 傷病無給休職期間中は、傷病見舞金から掛金相当額が給付（互助組合の

事務処理により振替処理）されるので、組合員本人の手続きは不要になる。 

   ウ 掛金（会費）は年末調整の際に社会保険料として控除対象となる。  

    (ｱ) 社会保険料控除額 

組合員の種別 計算式（月額） 

一般組合員 （短期掛金＋長期掛金）×15／100（円未満切り上げ） 

短期組合員 （短期掛金）×15／100（円未満切り上げ） 
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    (ｲ) 休業者について  

     ① 産前産後休暇及び育児休業の場合  

       掛金が免除となるため、次の場合は社会保険料控除の対象外となる。 

      ・組合員に関する規程第４条等により、毎月１日現在において、産前産 

後休暇（産前 42日間及び産後 56日間）及び育児休業の場合 

      ・同一月に育児休業の開始日及び終了日があり、14日以上育児休業を取

得した場合 

     ② 傷病無給・分限無給・組合専従・介護休暇・停職等の場合 

       休職及び休暇等の期間中についても、掛金を納入しているので社会保

険料控除の対象となる。 

休職・休業 納付方法 

傷病無給休職 傷病見舞金より自動振替 

分限無給休職、大学院修学休業 

自己啓発休業 

口座振替により納入 

介護休暇、看護欠勤、停職 納付書により納入 

  

  ⑵ 退職慰労金等給付金  

    現職組合員（一般組合員）が退職する時に、加入時から退職までに納入した

長期掛金、特別積立金会費、退職互助部会費の合計額が退職慰労金等として給

付される。 

    （参考）  

      定年退職までの約 40年間、現職組合員（一般組合員）として在会した場

合の給付額は、約 120万円になる。 

 

  ⑶ 退職互助部（退職互助部会費）  

   ア 現職組合員（一般組合員）は、「退職互助部会費」を納入している。  

   イ 退職互助部会費は貸付事業等で運用し、その利息を退職互助部事業に活用

することで、現職組合員（一般組合員）が退職者（退職組合員）を支援する

仕組みになっている。  
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Ⅱ 組合員資格について  

  

 １ 加入資格について  

  ⑴ 加入資格（一般組合員・短期組合員共通） 

   ア 静岡県教職員の共済制度による条例により、公立学校共済組合静岡支部に

加入する組合員である教職員  

   イ 当該年度末時点で定年の年齢以下の者  

    (ｱ) 年度末年齢と加入条件  

年度 加入条件：年度末年齢 

令和６年度 61歳 昭和 38年４月２日以降生まれの者 

令和７年度 61歳 昭和 39年４月２日以降生まれの者 

令和８年度 62歳 昭和 40年４月２日以降生まれの者 

  

    (ｲ) 令和６年度特例措置での加入  

      制度移行として特例措置で定年を超える者でも、希望する場合は現職組

合員（短期組合員）として、令和６年度は加入することができます。 

      ただし、令和７年度以降は現職組合員（短期組合員）の資格を有しない。 

  ⑵ 短期組合員の加入資格について 

   ア 公立学校共済組合静岡支部の組合員資格を有する者は、互助組合員資格を

有する。  

     ※公立学校共済組合静岡支部の組合員資格を有しない短時間勤務（週20時

間未満）の場合は、互助組合員資格を有しない。 

   イ 定年を超えた年齢の方は、加入資格を有しない。 

職 加入資格 

任期付職員 フルタイム 〇 

再任用職員 

フルタイム 〇 

短時間 （週 31時間） 〇 

短時間 （週19時間25分） 資格なし 

臨時的任用職員 フルタイム 〇 

会計年度任用職員 

フルタイム 
採用月～12月目 〇 

13月以上 〇 

短時間（週20時間以上） 〇 

短時間（週20時間未満） 資格なし 

外国語指導講師（ALT） 

フルタイム 〇 

短時間（週20時間以上） 〇 

短時間（週20時間未満） 資格なし 
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  ２ 組合員資格の喪失について 

   ⑴ 一般組合員（定年制常勤職員） 

     退職日まで一般組合員の資格を有する。 

   ⑵ 短期組合員（任用期間に定めのある者）  

     任用期間の終了日まで短期組合員の資格を有する。  

       

     ※任用期間の更新等で、任用期間終了後、次の任用開始までの期間が１か

月以内の場合は、更新後も短期組合員の資格を継続する。  

  

     （例） 短期組合員の資格が継続する場合 

                    ＜資格の継続＞ 

       （月日） ４月 1日 ～ ９月30日 10月１日 ～ 

       （任用） 任用開始 ～ 任用終了 任用開始 ～ 

 

     （例） 短期組合員の資格を喪失する場合 

                   ＜資格の喪失＞   ＜資格の取得＞ 

       （月日） ４月 1日 ～ ９月30日 （１か月以上） 12月１日 ～ 

       （任用） 任用開始 ～ 任用終了 [任用なし] 任用開始 ～ 

 

 

 ３ 資格の取得と喪失時の手続きについて 

  ⑴ 加入資格取得時の手続きについて  

   ア 加入届の提出 

     加入資格を有した日から 90日以内に「加入届」を提出する。 

    (ｱ) 一般組合員  

      （提出書類） 加入届(県費及び政令指定都市の現職組合員用) 

    (ｲ) 短期組合員  

     ① 任用開始時に「加入届」を提出する  

       ただし、任用期間の更新等で、任用期間終了後、次の任用開始までの

期間が１か月以内の場合は、短期組合員の資格を継続しますので、加入届

の提出は不要とする。 

      （提出書類） 

県 費 

加入届（県費・県立学校用[短期組合員用]） 

外国語指導講師（ALT）（英語版）加入届 

加入届（県費・義務用[短期組合員用]） 

静岡市 加入届（静岡市用[短期組合員用]） 

浜松市 加入届（浜松市用[短期組合員用]） 

   

     ② 次の場合は、県及び政令市の電算処理で組合員情報が反映されないこ

とがあるので、加入届を提出する。 

      ・任用形態が替わるなどで、組合員番号が変更になる場合 

      ・以前の組合員資格喪失から再度組合員資格取得までの組合員でない期

間が１か月以上ある場合 
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   イ 非加入者の取扱いについて  

     （令和６年度：1963年４月２日以降の生まれの方） 

    (ｱ) 臨時的任用職員、会計年度任用職員、外国語指導講師（ALT）で任用され

たことにより取得した「互助組合員資格」を希望しない場合は、互助組合ま

で連絡する。 

    (ｲ) 加入を希望しなかった場合は、再度、臨時的任用職員、会計年度任用職

員、外国語指導講師（ALT）等として任用されても、相互扶助（共済）の観

点から加入することはできない。  

   ウ 令和６年度特例措置（1963年４月１日以前の生まれの方） 

     定年の年齢を超える者で希望する場合は、短期組合員として加入すること

ができる。 

    (ｱ) 加入を希望する場合 

      「加入届（短期組合員用）」の「1963年４月１日以前の生まれの方」欄を

記載し提出する。 

    (ｲ) 加入を希望しない場合 

      令和６年度に給与から控除された掛金を返金しますので「令和６年度組

合員資格変更に伴う掛金（会費）の返金届」を提出する。 

  ⑵ 退職（組合員資格喪失）時の手続きについて  

   ア 一般組合員 

    (ｱ) 「退職慰労金等給付金」の請求手続き  

      一般組合員の期間に納入した長期掛金、特別積立金会費、退職互助部会

費の合計額相当が給付される。 

     ① 対象者 

       すべての一般組合員 

     ② 提出書類 

       退職慰労金等請求書  

    (ｲ) 互助組合貸付金の清算  

      退職（組合員資格の喪失）時に、利用している貸付金は一括清算する。 

     ① 対象者 

       貸付金利用者 

     ② 清算方法   

       退職手当から控除する。 

       ※退職手当から全額控除できない場合は、不足額に退職慰労金等給付

金を充当し、それでも不足が生じる場合は、組合員は不足金を互助

組合に振込む。 

    (ｳ) 退職互助部継続加入手続き 

      退職後、希望者は退職互助部に加入することができる。 

      「Ⅴ 退職互助部について」（23ページ）を参照 

    (ｴ) 組合員証の返却  

      組合員証を返却する  

      ※退職慰労金等給付金請求書の提出時に返却  

   イ 短期組合員 

     任用終了時の手続きは、不要 
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 ４ 人事異動等に伴う互助組合員資格について 

   年度末人事異動に伴う互助組合員資格は、異動先によって継続又は、退会扱い

となる。  

 

  □ 人事異動の例 

異動先等 資格 

１ 
市町教育委員会への異動 

（人材派遣含む） 
継続 

２ 

県立学校・政令指定都市（小中学校）・教育事務所間への異

動  

①静岡市立小・中学校 ②浜松市立小・中学校 

継続 

市立高校への異動 

①市立沼津高校 ②富士市立高校 ③静岡市立高校 

④静岡市立清水桜が丘高校 ⑤浜松市立高校 

継続 

３ 

静岡大学教育学部附属学校への異動 

 ①静岡大学附属静岡小学校 ②静岡大学附属静岡中学校 

 ③静岡大学附属島田中学校 ④静岡大学附属浜松小学校 

 ⑤静岡大学附属浜松中学校 ⑥静岡大学附属特別支援学校 

 ⑦静岡大学附属幼稚園 

継続 

独立行政法人等への異動 

 ①国立中央青少年交流の家  
継続 

４ 再度、教員採用試験を受け、新規採用となる者 継続 

５ 
出向 

 ①知事部局（静岡県） ②警察 ③文部科学省 
退会 

６ 
他県で採用される者  

 割愛退職 
退会 

 

  ⑴ 退会となる場合 

   ア 「退職慰労金等請求書」を提出する。 

   イ 互助組合貸付事業を利用されている場合  

    (ｱ) 出向先が静岡県の場合は徴収嘱託、それ以外は口座振替により返済を継

続できる。 

    (ｲ) 他県への転出（割愛退職）の場合は、一括で清算する。  

  ⑵ 無給休業の取り扱い  

    無給休業期間中の互助組合掛金及び貸付返済金は、個人口座より口座振替に

て納入いただきます。  

   ア 分限休職  

   イ 自己啓発等休業  

   ウ 大学院修学休業  

   エ 配偶者同行休業  
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 ５ 掛金（会費）の納入方法について  

   県給料電算上において、任用開始と同月から給与控除となる。 

   ※年度当初（４月分給与）から掛金・会費が控除（納入）されることで、すべて

の事業の対象となる。 

  

 

 ６ 事業について  

   「一般組合員」と「短期組合員」では、対象となる事業が一部異なる。 

   ※別紙、「互助組合事業一覧表」を参照 

 

 

 ７ 令和６年度末退職者の手続きについて 

   詳細については、通知文書・互助新聞等で周知する。 
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Ⅲ 給付事業について 

 

 １ 互助組合給付金の概要について  

  ⑴ 給付方法  

    給付金種別により「自動給付」または「請求方式」での給付となる。 

  

   ア 「自動給付」となる給付金一覧 

給付金種別 事      由 

療 養 費 
組合員が疾病・負傷により保険適用の療養を受け

たとき 

家族療養費 
組合員の被扶養者が疾病・負傷により保険適用の

療養を受けたとき 

傷病見舞金 
傷病休職により減給・無給となったとき  

※短期組合員は請求方式  

  

   イ 「請求方式」となる給付金一覧 

給付金種別 事      由 給付額 

結  婚  祝  金 

組合員が結婚したとき 

※組合員が退職後３か月以内に結婚

した場合も給付対象  

25,000 円 

出 産 手 当 金 

組合員及びその配偶者が出産

（死産、流産）したとき 

※死産、流産の場合は、妊娠 12 週以

上であれば給付対象  

25,000 円 

障 害 見 舞 金 
組合員が疾病または負傷により

身体に障害を受けたとき 

等級により 

5 万円～20 万円 

介護休業給付金 
組合員が介護休業（又は介護休

暇）を取得したとき 

休業日数が 10 日以

上…月額 2 万円 

休業日数が 10 日未

満…月額 1 万円 

災 害 見 舞 金 
組合員の住居および家財が水震

火災等により損害を受けたとき 

被災状況により 

5 千円～30 万円 

死 亡 弔 慰 金 

組合員が死亡したとき 

※加入 1 年未満および短期組合員の場

合は、10 万円 

20 万円 

配偶者弔慰金 組合員の配偶者が死亡したとき 10 万円 

退職慰労金等給付金 一般組合員が退職したとき  
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 ２ 自動給付となる給付金について  

  ⑴ 療養費・家族療養費  

    公立学校共済組合の短期給付と連動して、互助組合の療養費及び家

族療養費給付を算定、給付される。 

   

   ア 給付事由  

     組合員または被扶養者が保険適用の療養を受けたとき  

   イ 給付金の算定方法  

     同一月の同一医療機関（調剤薬局含む）ごとに保険適用の自己負

担額（医療費と処方箋による薬代を合算した額）から 3,400 円を控

除した額に 0.95 を乗じて得た額が給付額（100 円未満切り捨て）

となる。 

 

    ■ 算定式  

      （保険適用の自己負担額） 

  

                    － 3,400 円  × ０.９５  

  

  

     ＝ 給付金（100 円未満切り捨て） 

 

    ※ 保険適用の自己負担額とは  

     (ｱ) 本人が負担した保険適用の医療費（処方箋による薬代を含

む）の額 

     (ｲ) 共済組合等の給付、国または地方公共団体からの公費助成金

等を控除した額 

     (ｳ) 公立学校共済組合員の場合は、一部負担金払戻金（本人）、

家族療養費附加金（被扶養者）の額以下  

      （公立学校共済組合の附加給付） 

      □ 一般所得者（標準報酬月額が 530,000 円未満の者）は医療

費の３割又は自己負担限度額から 25,000 円（複数の医療費

を合算して高額療養費を算定するときは 50,000 円）を控除

して給付（100 円未満の端数切捨て） 

      □ 上位所得者（標準報酬月額が 530,000 円以上の者）は医療

費の３割又は自己負担限度額から 50,000 円（複数の医療費

を合算して高額療養費を算定するときは 100,000 円）を控除

して給付（100 円未満の端数切捨て） 

      □ 入院時食事療養費・移送費・家族移送費については支給な

し 

 

月ごと、病院ごとの医療費

（院外処方の薬代を含む）  
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      □ 互助組合の療養費・家族療養費は、附加給付以下が給付対

象になる。 

給付種別 所得区分 
附加給付 

の上限額 

一部負担金払戻金 組 合 員 
一般所得者 25,000 円 

上位所得者 50,000 円 

家族療養費附加金 被扶養者 
一般所得者 25,000 円 

上位所得者 50,000 円 

合算高額療養費附加金 
組 合 員 

被扶養者 

一般所得者 50,000 円 

上位所得者 100,000 円 

          ※上位所得者…標準報酬月額 530,000 円以上の者 

 

 

  [ 算定例 ]  

   Ａ病院で１か月に保険適用医療費として 57,000 円を支払った場合 

 

   ■ 一般所得者 の場合  

    □ 公立学校共済組合から附加給付（25,000 円以上）が給付される。  

      57,000 円 － 25,000 円 ＝ 32,000 円  

  

    □ 互助組合の給付額  

      25,000 円以下が算定するうえでの自己負担額となり、算定式に

あてはめると、互助組合の給付額は 20,500 円になる。 

 

     （ 25,000 円 － 3,400 円 ）× 0.95 ＝ 20,520 円 

                互助組合の給付額 → 20,500 円  

                      （100 円未満切り捨て） 

  

    □ 最終の自己負担額は、4,500 円となる。  

      57,000 円 － 32,000 円 － 20,500 円 ＝ 4,500 円  

       

病院での支払額 57,000 円 

↓ 

最終自己負担額 

4,500 円 

互助組合からの給付 

20,500 円 

公立学校共済組合の附加給付 

32,000 円 
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   ■ 上位所得者 の場合 

    □ 公立学校共済組合の附加給付（50,000 円以上）が給付される。 

      57,000 円 － 50,000 円 ＝ 7,000 円  

  

    □ 互助組合の給付額   

      50,000 円以下が算定するうえでの自己負担額となり、算定式に

あてはめると、互助組合の給付額は 44,200 円になる。 

     （ 50,000 円 － 3,400 円 ）× 0.95 ＝ 44,270 円  

                互助組合の給付額 → 44,200 円 

                     （100 円未満切り捨て）  

  

    □ 最終の自己負担額は、5,800 円となる。  

      57,000 円 － 7,000 円 － 44,200 円 ＝ 5,800 円  

 

病院での支払額 57,000 円 

↓ 

最終自己負担額 

5,800 円  

互助組合からの給付 

44,200 円 

公立学校共

済組合の給

付 7,000 円 

  

  ⑵ 傷病見舞金  

    県や政令市の休職者（発令）情報を基に給付される。 

   

   ア 給付事由  

     組合員が公務に因らないで疾病にかかり、または負傷し療養のた

め引き続き勤務に服することができなくなり、給料の一部または全

部を減ぜられたとき、傷病見舞金を給付する。  

   イ 給付額 

事  由 給 付 額 

給料の一部を減ぜられたとき 

（減給） 
・月額２万円 

給料の全部を減ぜられたとき 

（無給） 

・月額２万円 

・互助組合掛金（会費）相当額 

※互助組合掛金（会費）相当額は、当該組合員の該当月の掛金（会

費）に充当する。  

   ウ 給付対象月  

     毎月１日現在、休職により給料の一部または全部が減ぜられてい

る月  
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   エ 短期組合員の取り扱い  

     短期組合員については「傷病見舞金請求書（県費・政令市）」を

提出する。  

 

 ３ 請求方式となる給付金請求書提出時の留意事項について  

  ⑴ 結婚祝金  

   ア 互助組合員証の発行  

     結婚により改姓した組合員の改姓後の互助組合員証を作成する

ため、「結婚祝金請求書」提出と同時に、「組合員証再発行届」を提

出する。  

   イ 事実婚・同性同士のカップルの婚姻 

     法律婚だけでなく、婚姻に相当する関係である場合には、所属所

長の承認により給付対象となる。  

   ウ 退職後３か月以内の結婚  

     給付対象となるので「結婚祝金請求書（退職者用）」を提出する

よう退職者に周知する。  

  ⑵ 出産手当金  

   ア 出生児の両親が組合員同士の場合  

     組合員ごと（各々の所属所経由）に請求手続きをする。 

   イ 双生児以上の場合  

     出生児ごとに請求書を作成する。  

  ⑶ 障害見舞金  

   ア 交付書類  

     「身体障害者手帳」の、「氏名」及び「等級」が記載されている

ページの写しを添付する。  

   イ 「身体障害者手帳」が交付されていないとき  

     医師から「労働基準法」または「身体障害者福祉法」のどちらか

の「等級」に該当することの証明を受ける。  

   ウ 受給後、障害の「等級」に変更が生じた場合  

     前回の給付との差額を給付する場合があるので、組合員係まで連

絡する。  

   エ 給付金額一覧表 

障害見舞金 20 万円 15 万円 10 万円 ５万円 

労働基準法 1～3 級 4～5 級 6～7 級 8～14 級 

身体障害者福祉法 1 級 2 級 3 級 4～7 級 

※労働基準法は、労働基準法施行規則別表第 2 身体障害等級表の級と

なる。 

※身体障害者福祉法は、身体障害者福祉法施行規則別表第 5 号身体障

害者程度等級表の級となる。  
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  ⑷ 介護休業給付金 

   ・ 請求書の作成  

     介護休業（休暇）ごとに作成し、休業終了月の翌月以降に請求書

を提出する。 

  ⑸ 災害見舞金  

   ・ 添付書類 

     罹災証明書の写しの添付が必要となるため、該当者に罹災証明書

の交付申請を速やかに行うよう周知する。 

  ⑹ 配偶者弔慰金  

   ・ 事実婚・同性同士のカップルが婚姻の場合  

     所属所長の承認により給付対象となる。  

  ⑺ 退職慰労金等給付金（一般組合員対象）  

   ア 年度中途の退職者（死亡・免職を含む）  

     退職慰労金等給付金の給付対象であるため、速やかに請求書を所

属所経由で提出する。  

   イ 死亡退職の場合  

     「死亡弔慰金」と同時に請求手続きをする。 

 

 

 ４ 給付金の請求期限 

  ⑴ 事由発生から 1 年を経過すると請求権が失効する。 

    ただし、療養費および家族療養費は、事由発生から 2 年以内（令和

６年４月診療分から）  

  ⑵ 障害見舞金について、１年以上経過した未請求または障害の等級変

更の事由が確認された場合は、組合員係まで連絡すること。  

  

  [ 事例 ]  

   結婚祝金の請求手続きと給付の時効  

   

  ア 請求が可能期間 

    組合員が婚姻の届をした令和６年７月 18 日が事由発生となり、令

和７年７月 31 日まで結婚祝金を請求することができる。  

  イ 請求権の失効  

    令和７年８月１日以降は給付の時効となるため請求権が失効する。 

 

（婚姻の届をした日） 

R6.7.18        R7.7.31 R7.8.1 

 ← 請求できる期間 →  → 給付の時効 

         ※結婚祝金請求書が互助組合に到着していること 
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 ５ 「静岡県教職員互助組合給付金決定通知書兼送金明細書」について  

   給付金がある組合員のいる所属所には、「静岡県教職員互助組合給付

金決定通知書兼送金明細書」（以下「通知書」という。）を、月の中旬に

送付する。  

  ⑴ 通知書について  

   ア 通知書は、組合員ごと切り取って配布する。  

   イ 当該組合員あて通知書のため、所属所で控える場合は、コピーを

する。  

  ⑵ 送金について  

   ア 送金日  

     毎月 25 日  

     ただし、25 日が金融機関の休業日に当たる場合は翌営業日となる。 

   イ 送金口座  

     公立学校共済組合の短期給付受取り口座として登録してある個

人口座に送金する。 

   ウ 送金額の確認  

     互助組合給付金は、公立学校共済組合給付金と合計し送金され、

通帳には「コウリツガツコウキヨウ」と記帳される。  

     また、互助組合給付金のみの送金の場合でも同様の記帳となる。 

 

 

15



 

 
 

Ⅳ 貸付事業について 

 

 １ 貸付種別の概要  

  ⑴ 対象者 

   一般組合員 

   ※短期組合員（任用期間の定めがある者）は対象外 

   

  ⑵ 貸付種別 

種  別 貸付事由 
貸付 

限度額 

弁済 

回数 

口

数 

ﾎﾞｰﾅｽ 

併用 

差引

貸付 

繰上 

償還 

償還 

猶予 

生活資金 
臨時に資金が必要な

とき 
200万円 

120回 

以内 

１

口 
可 可 可 可 

オートローン 

組合員本人が所有す

る自家用車・オートバ

イ・自転車を購入する

とき 

購入価格

内で 

400万円 

120回 

以内 

１

口 
可 可 可 可 

購入資金 
指定商店等での物資

購入 

４口の計 

200万円 
 

４

口 
否 否 可 可 

奨学資金 

組合員又は組合員の

子及び兄弟姉妹の修

学費用が必要なとき 

（送金期間は、学則に

定める最低修業年限

以内） 

(送金額) 

高校 

1万円～ 

5万円 

大学 

2万円～

10万円 

240回 

以内 

２

口 
可 否 可 可 

教育資金 

組合員又は組合員の

子及び兄弟姉妹の学

資資金が必要なとき 

300万円 
240 回 

 以内 

２

口 
可 可 可 可 

結婚資金 

組合員又は組合員の

子の結婚資金が必要

なとき 

200万円 
120 回 

 以内 

１

口 
可 否 可 可 

住宅資金 

組合員が居住する住

宅に係る資金を必要

とするとき 

3,000 

万円 

360 回 

 以内 

１

口 
可 可 可 可 

生活災害資金 
組合員が水震火災等

の災害を受けたとき 
200万円 

120 回 

以内 

１

口 
可 可 可 可 
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  ⑶ 貸付総額の上限について  

   ア 全種別、加入後１か月から利用可能、ただし貸付総額の制限がある。 

   イ 貸付総額の制限内で、複数の貸付種別を利用することができる。  

   ウ 60歳に達した年の翌年度以降の新規貸付  

     定年退職（予定）時の住宅資金及び住宅資金以外の貸付残額の合計が 2,000

万円以下  

  

   （貸付総額）  

    ■ 一般貸付（住宅資金以外の貸付総額） 

互助組合在会期間 貸付総額の制限 

加入後 １年未満 200万円まで 

加入後 １年以上 ５年未満 300万円まで 

加入後 ５年以上 10年未満 500万円まで 

加入後 10年以上 900万円まで 

  

    ■ 住宅貸付 

互助組合在会期間 貸付総額の制限 

加入後 １年未満 200万円まで 

加入後 １年以上 ２年未満 300万円まで 

加入後 ２年以上 ５年未満 500万円まで 

加入後 ５年以上 10年未満 2,000万円まで 

加入後 10年以上 3,000万円まで 

  

  

   [ 事例 ] 貸付総額について  

    互助組合加入７年の現職組合員が、500万円の自家用車を購入するために互助組

合の貸付事業を利用する場合 

   □ 申込方法  

     互助組合加入７年の現職組合員の場合、一般貸付の貸付総額の制限は、500

万円となるので、オートローンとして貸付額上限の 400 万円、不足する額につ

いて生活資金として 100万円の合計 500万円を利用することができる。 

 

   [ 事例 ] 互助組合在会期間について  

    互助組合加入 10年目の現職組合員が、住宅資金として 2,500万円が必要な場合 

   □ 2,500万円の申込が可能時期   

     貸付日（貸付を実行する月）に 10年を迎える月から申し込むことができる。 

     令和７年３月に 10年となる場合は、令和７年２月に申し込み、令和７年３月

貸付を実行することができる。 
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 ２ 貸付利率  

  ⑴ 変動金利  

  ⑵ 令和６年７月１日現在の貸付利率 

貸付種別 貸付利率 備  考 

生活資金、オートローン、

購入資金、教育資金、 

結婚資金、生活災害資金 

年利 1.00％ 

 

奨学資金 送金期間中は、無利息 

住宅資金 

（互助組合の負担）  

・団体信用生命保険料を貸付利

率に含む 

・契約証書の収入印紙代 

  

 

 ３ 返済方法 

  ⑴ 通常返済  

    組合員の給与、期末勤勉手当から控除する。  

  ⑵ 返済の開始  

   ア 毎月の返済  

     貸付月の翌月  

     なお、奨学資金については、送金期間終了後の翌月から、組合員の給与、期

末勤勉手当から控除する。（奨学者が、組合員以外の場合も同様）  

   イ ボーナス返済  

貸付月 開始月 

５月～10月 12月 

11月～４月 ６月 

 

  ⑶ 返済額の制限  

   ア 毎月の返済  

    (ｱ) すべての貸付の総返済額は給料月額の３分の１以内（総返済額には共済組

合の返済額を含む。）。  

    (ｲ) 住宅資金の毎月の総返済額（互助組合以外の貸付含む）は、借受人の総支

給額及び家族の月額収入合算額の 30％以内。  

   イ ボーナス返済額  

     期末勤勉手当から控除できる範囲内。  

 

  ⑷ ボーナス返済について  

    借用金額が 100万円以上のとき、組合員１人につき１口のみ利用できる。 
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 ４ 申込方法  

  ⑴ 提出書類  

   ア 一般貸付（住宅資金以外） 

    (ｱ) 共通  

      貸付金借用申込書  

    (ｲ) 添付書類 

      貸付種別により必要な書類を添付する。 

貸付種別 添 付 書 類 

生 活 資 金 なし 

オートローン 

売買契約書又は注文書の写し 

金融機関等からの借換えは、残高証明書又は償還

表の写し 

奨 学 資 金 合格通知書、入学許可証又は在学証明書の写し 

教 育 資 金 合格通知書、入学許可証又は在学証明書の写し 

結 婚 資 金 なし 

生活災害資金 罹災証明書の写し 

  

   イ 住宅資金 

    (ｱ) 共通 

     ① 住宅資金借用申込書  

     ② 団体信用生命保険申込書兼告知書  

    (ｲ) 添付書類 

      申込事由により必要な書類を添付する。 

申込事由 添付書類 

新 築 

増 築 

改 築 

建築確認済証の写し、工事請負契約書の写し、工事見

積書の写し、平面図の写し 

住宅購入 売買契約書の写し、平面図の写し 

土地購入 売買契約書の写し、建築確約書（様式） 

借換え 金融機関等の償還表及び残高証明書、登記済証（権利

証）の写し 
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 ５ 申込みから貸付実行までのスケジュール  

  ⑴ 借用申込書の作成から提出  

    借用申込書の締切日に注意して郵送する。  

   ア 締切日が、土曜日、日曜日、休祝日（互助組合休業日）の場合は前日となる。 

   イ 年度末、GW期間中、年末年始の場合は締切日（貸付日）が変更になる。 

①  

互助組合ＨＰ

から「借用申

込書」をダウ

ンロード 

⇒ 

② 

「 借 用 申 込

書」を作成 

（返済額をＨＰでシ

ミュレーション） 

⇒ 

③ 

所属する学校

の事務取扱者

へ提出 

⇒ 

④ 

所属から互助

組合へ「借用

申込書」を郵

送 

  

  ⑵ 申込書の受付締切から貸付実行  

   ア 互助組合審査日が、土曜日、日曜日、休祝日（互助組合休業日）の場合は前

日となる。 

   イ 貸付実行日が、金融機関休業日の場合は翌営業日になる。 

⑤ 

[互助組合] 

申込書締切日 ⇒ 

⑥ 

[互助組合] 

審査日 

 

⇒ 

⑦ 

所 属 経 由 で

「貸付決定通

知書」を送付 

⇒ 

⑧ 

 

貸付実行 

 

 

  

  ⑶ 貸付種別別のスケジュール 

   ア 生活資金、オートローン、教育資金、結婚資金の場合  

      （締切日）    （審査日）   （貸付実行日）  

      毎月 ８日  →   11日  →    15日  

         18日  →   21日  →    25日  

         28日  → 翌月１日  →    ５日  

   イ 奨学資金の場合  

      （締切日）    （審査日）   （貸付実行日）  

      毎月 28日  → 翌月１日  →    ５日  

   ウ 住宅資金の場合  

      （締切日）    （審査日）   （貸付実行日）  

      毎月 20日  → 翌月１日   →    15日  

 

  

 ６ 貸付金借用申込書作成時の留意点について  

  ⑴ 収入印紙について（一般貸付） 

    借用金額に応じた収入印紙を貼付する。収入印紙を複数枚貼付する場合には、 

申込書右側空欄部分へ縦一列に貼付し、各印紙に割印を押印する。 
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〇 年 〇 月 〇 日

Ｓ
（ ） Ｈ

Ｒ
氏 名 Ｓ

Ｈ

〒 4 2 0 - 0 8 5 6
0 5 4 - 3 5 4 - * * * *

0 8 0 - 2 5 4 - * * * *

0 1 4 9 1 1 1

01

03

07

08

回 円

回 円

06

）

円 円 円

（特記事項）

1

2

　下記のとおり申込みますので、貸付をお願いします。
　貸付を受けたうえは、静岡県教職員互助組合の貸付に関する規定を遵守し、この借入金の弁済の
履行について一切の責任を負い、これに違反したとき及び退職時に弁済が未完了のときは、一括清
算いたします。
　なお、退職金が支給される場合、その残高については退職金を充当することに承諾いたします。

℡

職　　　名 教諭

加入年月

組合員番号

静岡市立駿河小学校

組
合
員

（
借
受
人

）
記
入
欄

所属所コード

月

自宅TEL

〇1234

Ｒ５.６

収入印紙
　10万円以下　　200円

　50万円以下　　400円

100万円以下　1,000円

500万円以下　2,000円

貸付金借用申込書
兼　借用証書

(様式貸付01号)

令和

一般財団法人　静岡県教職員互助組合　様

254

〇生年月日 〇

年 〇
フ　リ　ガ　ナ ゴジョマル

㊞組合員氏名
（自署）

所属所名

月

銀　　行

支店

タロウ
054

〇 日

互助丸 太郎 給料月額
（本　　俸）

円

4 5

年

送
金
先

金融機関コード 支店コード 科目 口座番号 口座名義（カタカナ）

静岡 6 7 ゴジョマル　タロウ
信用金庫

労働金庫

農　　協

普通 1 2 3

貸付種別 借用金額
弁済方法

金　　額
弁済回数 1回当たりの弁済額

（借用種別に○印） （10万円単位） （10万円単位）

生 活 資 金

内訳

毎 月 100 万円 120 回 8,760 円
オ ー ト ロ ー ン

万円
生 活 災 害 資 金

ﾎﾞｰﾅｽ 100 万円 20 回 52,491 円
結 婚 資 金

内訳
毎 月 万円

万円

(ﾌﾘｶﾞﾅ)

教 育 資 金 資金使用者氏名 続柄 学校名

一括返済 現在借用中の貸付残額を一括返済し、（　　　　　　　　    資金）貸付を申込みます。

（貸付番号 対象者氏名

ﾎﾞｰﾅｽ 万円

親の介護用品の購入のため

残高の [ ]総　額総返済額

該当の対象者に〇印　（　本人　・　子　）

差引貸付

現在弁済中の 生活資金　　・　　ｵｰﾄﾛｰﾝ

教育資金

互

助

組

合

記

入

欄

裁　定

貸付実行日 貸付番号 調　査 受　付　日

　貸付利率は、年利1.00％とし、財務大臣が定める財政融資資金預託金利率等により変動する場合があるこ
とに同意するものとする。
　借受人が組合員としての資格を喪失したときは未償還額の全額を一括清算するものとし、互助組合が指定
する期日までに清算を行わない場合は、その元金に対して民法で定める割合の遅延損害金を支払うものと
する。

・各種届出書の提出方法

この届出書は、所属所を経由して提出してください。（静岡県教職員互助組合事業の運営に関する
細則第３条、第８条）

0 0 0 0 7 8 98 9 0 0 0 0 0

350,000

県庁

200

0 5 6 7

自宅住所
電話番号 静岡市葵区駿府町１－１２

携帯TEL

貸付残額を上記の借用金額から差引いて貸付の借換えを申込みます。　

17,232 103,326 1,014,779

借入状況
（※必須）

　　共済組合での借入状況が（　ある　・　ない　）←該当に〇印。ありの場合は下記を記入。

借用理由
（※必須）

結婚資金の場合

返済額

ﾎﾞｰﾅｽの [ ]毎月の [ ]

該当する場合
○印又は記入

㊞

収入
印紙

印

印

貸付限度額、貸
付総額の制限に
注意

返済額の制限に
注意

借用中の貸付の

有無に注意
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 ７ １回当たりの返済額算出方法について  

   互助組合ホームページの「貸付返済シミュレーション」にて算出し、貸付金借

用申込書に記入する。  

    

   ■ 互助組合ホームページ  

 

     「 TOPページ左側バナー ＞ 貸付返済シミュレーション 」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ８ 返済方法について  

  ⑴ 通常返済  

   ア 組合員の給与、期末勤勉手当から控除する。  

   イ 退職時は、貸付残額を一括清算する。（退職手当から控除する。） 

  ⑵ 一括返済  

   ア 通常返済中に、全ての残額を一括して清算することができる。  

   イ 手続き  

     一括返済を希望する前月末日までに「一括返済申出書」を提出する。  

  ⑶ 一部繰上償還  

   ア 通常返済中に、残額の一部を繰上げて返済（償還）することができる。 

※繰上金額等の条件あり。  

【１回当たりの返済額】 

ここで算出された金額を、 

「貸付金借用申込書」又は「住

宅資金借用申込書」に記入す

る。 

⑤返済回数まで入力したら計算をクリ
ック 

①【借入月】 

貸付予定月を▼で選択 

②【借入種別】 

借入種別を▼で選択 

③【借入金額内訳】 
毎月払い、ボーナス払いの内
訳を 10万円単位で入力 

④【返済回数】 
毎月払い、ボーナス払いの返
済回数を入力 
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   イ 手続き  

     一部繰上償還をする前月末日までに「一部繰上償還申出書」を提出する。  

  ⑷ 償還猶予  

    育児休業者に限り、休業期間中の返済（償還）を猶予することができる。  

    ※ 償還猶予を希望しない場合は、口座振替による返済となる。 

   ア 手続き 

     償還猶予を希望する前月 20日までに「償還猶予申出書」を提出する。 

   イ 猶予の条件  

     復職時に猶予期間以上の返済回数があること。  

  ⑸ 給与控除できない場合  

    休業により給与控除できない場合は、振込み又は口座振替による返済となる。 

   

  

 ９ 60歳に達した年の翌年度以降の取り扱い 

  ⑴ 返済 

    退職まで毎月の返済及びボーナス返済を継続し、退職手当をもって一括清算

する。 

  ⑵ 新規貸付  

    定年退職（予定）時の住宅資金及び住宅資金以外の貸付残額の合計が 2,000

万円以下となる範囲内で申し込むことができる。  

 

 

 10 各種申出書について  

   互助組合ホームページ「様式集ダウンロード」からダウンロードする。  

    互助組合ホームページ  

    「 TOP ＞ SUPPORT・様式集 ＞ 様式集ダウンロード（現職組合員用） 」  

  

 

 11 退職時（退会時）の取り扱い  

  ⑴ 退職時に全額清算となり、残額は退職手当より控除する。  

  ⑵ 退職手当より全額清算できなかった場合は、振込により返済する。  

    ※「振込依頼書」を送付、当該組合員は期日までに振り込む。 
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Ⅴ 退職互助部について 

 

  退職互助部の加入条件等の変更に伴い、退職日の属する月により加入条件、加入

会費が異なる。 

退職日の属する月 適   用 

令和７年２月以前 令和６年度までの制度が適用される。 

令和７年３月以降 令和７年度からの新制度が適用される。 

 

 １ 退職互助部とは 

   退職互助部は、昭和 40年４月１日に発足、生涯福祉と相互扶助の理念のもと現

職組合員の退職後の生活の安定と生きがいづくりを目的としている。 

 

 ２ 加入資格（条件）  

   令和７年３月以降の退職の場合は、加入条件に「年齢制限」が追加される。 

   

  ⑴ 令和７年２月までの退職の場合 

   ア 現職組合員（一般組合員）本人の加入資格  

     現職組合員（一般組合員）の期間が 10年以上ある現職組合員 

   イ 配偶者の加入資格  

     上記⑴のアにより退職組合員となった者の配偶者  

   ウ 死亡退職した現職組合員（一般組合員）の配偶者  

     死亡退職した者の現職組合員期間が 10年以上ある者の配偶者  

  

  ⑵ 令和７年３月以降の退職の場合    

   ア 現職組合員（一般組合員）本人の加入資格  

    (ｱ) 現職組合員の期間  

      現職組合員（一般組合員）の期間が 10年以上ある組合員  

    (ｲ) 年齢 

      退職日の属する年度末現在の年齢が、満 50歳以上 

   イ 配偶者の加入資格  

    (ｱ) 上記⑵のアにより退職組合員となった者の配偶者 

    (ｲ) 年齢 

      現職組合員の退職日の属する年度末現在に配偶者の年齢が、満 50歳以上 

   ウ 死亡退職した現職組合員（一般組合員）の配偶者   

    (ｱ) 現職組合員の期間 

      死亡退職した者の現職組合員期間が 10年以上ある者の配偶者 

    (ｲ) 年齢 

      現職組合員の死亡退職日の属する年度末現在に配偶者の年齢が、満 50歳

以上 
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 ３ 加入会費  

   令和７年３月以降の退職の場合は、年齢ごとの加入会費となる。 

 

  ⑴ 令和７年２月までの退職  

    一人 45万円（終身会費） 

  ⑵ 令和７年３月以降の退職  

    退職日の属する年度末現在の年齢ごとに定める。（終身会費） 

   ■ 令和７年４月以降の加入会費（令和７年３月以降の退職者） 

年齢 加入会費 備 考 

50歳 55万円 
令和６年度末退職の場合 

 昭和49年度生まれ（1974.4.2～1975.4.1） 

51歳 54万円  

52歳 53万円  

53歳 52万円  

54歳 51万円  

55歳 50万円  

56歳 49万円  

57歳 48万円  

58歳 47万円  

59歳 46万円  

60歳 45万円  

61歳 44万円 
令和６年度末の定年退職の場合 

 昭和38年度生まれ（1963.4.2～1964.4.1） 

62歳 43万円 
令和８年度末退職の場合 

 昭和39年度生まれ（1964.4.2～1965.4.1） 

63歳 42万円 
令和10年度末退職の場合 

 昭和40年度生まれ（1965.4.2～1966.4.1） 

64歳 41万円 
令和12年度末退職の場合 

 昭和41年度生まれ（1966.4.2～1967.4.1） 

65歳 40万円 
令和14年度末退職の場合 

 昭和42年度生まれ（1967.4.2～1968.4.1） 

 

   [ 事例 ]  

     令和６年度末（令和７年３月 31日）の定年退職で、配偶者の年度末年齢が

60歳の場合  

区 分 年度末年齢 加入会費 

現職組合員（一般組合員）本人 61歳 44万円 

配偶者 60歳 45万円 

二人分の加入会費 89万円 
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 ４ 提出書類（加入手続き）  

   継続加入届  

 

 ５ 加入期限  

   退職後 6か月以内に退職互助部継続加入届により退職互助部に届け出る。 

 

 ６ 加入月 

   加入会費が完納された月が加入月になる。 

 

 ７ 事業  

   詳細は「互助組合ホームページ」を参照 

   療養費給付・災害見舞金・死亡弔慰金・支部事業・保健事業（人間ドック検診費

補助）・長寿祝品事業・厚生事業・広報事業（互助新聞等）  など 

 

 ８ 退会金 

   退職互助部は終身会員ですので、死亡したとき又は県外へ転出し退会を希望し

たときに退会となり、次のとおり退会金が給付される。 

 

  ⑴ 令和７年２月までの退職者（令和６年度までの制度を適用） 

事由発生（退会の時期） 金額 

満 65歳までに退会したとき 20万円 

満 66歳以上満 70歳までに退会したとき 10万円 

満 71歳以上の退会 退会金なし 

  

  ⑵ 令和７年３月以降の退職者（令和７年度からの制度を適用） 

事由発生（退会の時期） 金額 

満 70歳までに退会したとき 20万円 

満 71歳以上満 75歳までに退会したとき 10万円 

満 76歳以上の退会 退会金なし 

 

 

 ９ 退職組合員の資格 

   退職互助部は、加入を希望した者が一時金として加入会費を納入し、相互扶助

のもと生涯に亘る支援をするため、任意による退会はできない。 
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Ⅵ その他  

  

 １ 互助組合ホームページ  

   事業や事務手続きの紹介、各種請求書のダウンロードや貸付金借用申込書に記

載する返済額のシミュレーションができる。 

  ⑴ 事業等の紹介 

  ⑵ 事務提要 

  ⑶ 請求書等のダウンロード  

  ⑷ 返済シミュレーション 

    

 ２ 通知文書のメール配信 

   毎週月曜日（休祝日の場合は翌日） 

 

 ３ 互助新聞  

   互助新聞のページ数によって、複数の封筒で送付される。 

   また、送付部数は、発行月の前月の組合員人数で送付していますので不足があ

る場合はご連絡ください。  

  ⑴ 発行時期 

    隔月発行（奇数月の１日） 

  ⑵ 送付部数  

    発行月の前月の現職組合員人数 
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